
平成２９年度　鏡石町教育行政点検評価（事務事業評価）表 (　)は平成28年度の評価

区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察

適応指導教室
小学生入級者

人

適応指導教室
中学生入級者

人 3 3

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 2,565 2,520
合 計 千円 2,565 2,520

理科教室参加
者

人 522 501

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 739 628
合 計 千円 739 628

全国学力・学習
状況調査

人 269 242

総合学力調査 人 958 990

教職員レベル
アップ研修

回 1 1

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 933 1,005
合 計 千円 933 1,005

点検評価委員意見

・名称　「若草教室」
・場所　保健センター
・開設　月曜日から金曜日
　　　　　９：００～１２：００
　　　　　（変更有り）
・内容 自主学習・課題学
習（自分にあった教科学
習）、体験的学習、軽運動
やゲーム、その他（清掃、
反省等）

実績
成果

4
(4)

3
(3)

事業
費

事務事業の内容
実績成果･事業費 事業の評価

再登校できるようになった生徒
など、本事業が生徒の居場所づ
くりに果たしている役割は大き
い。学校復帰や社会生活が出
来るよう学校と家庭の連絡を密
にして事業を継続実施していく
べきである。1

適応指導教
室運営事業

不登校状態にある
児童生徒に対し、カ
ウンセリングや小集
団活動を通し、自主
性や社会性を高め
学校復帰を支援す
る「若草教室」の運
営充実に努める。

不登校となった児童
生徒の中でも、「若草教
室」には通級でき、か
つ、月数回は学校へも
行けるようになった生
徒がいる。
また、過年度の中学3
年生の通級生は、通級
と学校への登校を繰り
返すなかで、進路実現
を目指し、県立高校等
へ進学した生徒もい
る。

継続
(継続)

総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

3月31日現在（年度末）

3
(3)

3
(3)

13
(13)

B
(B)

2
理科振興事
業

子どもたちの「理
科離れ」が問題と
なっている中、実験
や工作など様々な
プログラムを体験さ
せることで、理科授
業に対する想像力
や思考力・実践力を
深めるため理科教
室を実施する。

１　平成29年度はムシテッ
クワールドにおいて、一小
二小３～６年生を対象に理
科教室を開催
・日時及び対象
①11月15日　9:00～11:30
小学3年生対象
②11月21日　9:00～11:30
小学4年生対象
③11月28日　9:00～11:30
小学5年生対象
④11月30日　9:00～11:30
小学6年生対象

実績
成果

4
(4)

児童生徒の基礎
学力向上に取り組
むため全国一斉実
施の「全国学力・学
習状況調査」及び町
単独による「総合学
力調査」を実施、結
果分析を専門業者
に委託する。また、
教職員のレベルアッ
プ事業として、教職
員の研修会等を実
施し、資質の向上を
図る。

１ 全国学力・学習状況調
査
・対象　小６、中３全員
・内容　教科調査（国語、算
数･数学）、生活習慣等調
査

２　総合学力調査
・対象 小１～６、中１～２
全員
・内容 児童生徒の学力等
調査
・教科 小学校は国語、算
数。中学校は国語、数学、
社会、理科、英語

実績
成果

内容（テーマ）
放射線を調べよう、水と水蒸気、月の
満ち欠け早見盤、ビー玉万華鏡、ふし
ぎな化学変化、サイエンスショー等

新学習指導要領の中
で、体験型の理科実験
や観察は大変重要視さ
れている。多くの実験
設備が整っている「ムシ
テックワールド」を利用
した理科教室を開催す
ることで、学校では得ら
れない貴重な体験を積
むことができた。

継続
(継続)

ムシテックワールドの体験・実
験伴う授業は、科学への興味を
持たせ、考える力などが学べ
る。学校の理科の学習と連動さ
せて、ムシテックワールドでの体
験を継続して取り組むべきであ
る。

事業
費

3
(4)

3
(3)

3
(3)

13
(14)

4
(4)

B
(A)

3
(3)

3
学力向上支
援事業

事業
費

3
(3)

3
(3)

13
(13)

B
(B)

継続
(継続)

町全体のデータを分析し、児
童生徒の実態に即した町独自
の学習プランの策定や教職員
の資質向上のため研修を増や
して、今後の指導に対応すべき
である。

小学校は平成 23年
度、中学校は平成24年
度から実施されている
新学習指導要領による
「確かな学力」の向上を
図るうえから、町の児
童生徒の学力の実態・
課題を調査、分析した
データに基づき学校で
の指導内容・方法の工
夫改善をするためには
必要な事業である。
また、学力向上には

教職員の資質向上が
不可欠であることから
町独自でも質の高い研
修を行っていく必要が
ある。



区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察
点検評価委員意見事務事業の内容

実績成果･事業費 事業の評価 総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

保育所
外国語活動 回 20 21

幼稚園
外国語活動 回 19 18

一小
外国語活動

時数 525 525

二小
外国語活動

時数 126 161

中学
英語教育(ｸﾗｽ)

時数 444 452

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 8,479 8,530
合 計 千円 8,479 8,530

一小支援事業 回 19 13
二小支援事業 回 10 10
中学支援事業 回 3 3

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 224 194
合 計 千円 224 194

一 小 図 書 千円 310 309
二 小 図 書 千円 190 191
中学校図書 千円 250 250

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 750 750
合 計 千円 750 750

4
語学指導外
国青年招致
事業

中学生の英語の
語学力向上を目的
に語学指導助手を１
名招致し、鏡石中学
校へ派遣するととも
に、週１回隔週ごと
保育所、幼稚園で
幼児英語教育を実
施。また、児童の国
際感覚を養うため小
学校に外国人講師
を派遣し、日常生活
の中から外国語に
親しむ機会を創設
する。

（中学校）
外国語授業・会話の補助、
外国語能力コンテストへの協
力、外国語教員に対する現職
教育への補助等
（保育所・幼稚園）
小学校外国語活動へ向け

た幼児向けの英語遊び等。
隔週１回づつ保育所・幼稚園
交互に訪問。
（一小･二小）
小学校等における英語会話
の補助、外国語教育用の教
材作成の補助、小学校等に
おける国際理解関係事業の
補助、特別活動等への協力、
教員研修活動等の補助等
一小へ週３．５日、二小へ週
１．５日勤務する。

実績
成果

3
(3)

14
(15)

A
(A)

3
(3)

小学校学習指導要領
で平成23年度から外国
語活動が取り入れられ
たことや中学校英語教
育へ向けたステップとし
て小学校期の外国語教
育は大変重要である。
また、中学生の英語を
話す力を高めることは、
これからの国際化社会
を考えると非常に有意
義な事業である。
今後、小学校から中

学校へ円滑な移行を図
るため、ＡＬＴと教師の
連携をより一層図って
いく必要がある。

継続
(継続)

ＡＬＴの配置により、園児や児
童の話す力は向上しており、今
後とも語学力向上に力を入れ、
継続して事業を実施すべきであ
る。
また、ＡＬＴ頼みにならないよう
教職員の研修も必要である。

4
(4)

事業
費

4
(4)

4
(4)

3
(4)

5
教育支援事
業

特色ある学校づく
りを推進するため、
授業内容により外
部の専門的知識や
技術を持つ講師を
活用し、担任とチー
ムティーチング方式
で授業を展開し、児
童生徒の興味や関
心を喚起する授業
の展開を支援する。

・外部講師による支援事業
　主な内容
（一小）
合唱指導、合奏指導
（二小）
音楽指導、水泳指導
（中学）
保健指導

実績
成果

継続
(継続)

授業に関連のある項目で専門
的知識を持つ外部講師の授業
は、特色ある学校づくりに有効
な事業である。特定な科目に偏
らず工夫した事業を実施し、中
学校の部活動でも活用すべきで
ある。

事業
費

3
(3)

3
(3)

13
(13)

B
(B)

特色ある学校づくりの
ため、各学校で専門的
知識や技術を持つ外部
講師を招いて各種授業
を行った。
「学ぶ楽しさ」を味わ

わせ子どもたちの学習
意欲を育てるため、外
部講師活用のよる一層
の工夫が必要である。

4
(4)

6
学校図書館
整備事業

実績
成果

4
(4)

小学校・中学校の
児童生徒用図書と
図書室の整備充実
を図る。

・平成29年度整備
(一小 )童話・図鑑等180

冊、(二小)童話・図鑑等75
冊、（中学）文学・辞書・専
門書86冊
・町図書館の活用 移動図
書館や団体貸出により町
図書館を活用。一小981
冊、二小796冊、中学校44
冊

継続
(継続)

読書を進めるためにも、読書
の楽しさ・魅力を持たせる本の
整備や読書に興味を持たせる
計画が必要である。
また、学校と町図書館で揃え
る図書の棲み分けができると予
算の有効活用になる。

事業
費

3
(3)

3
(3)

14
(14)

A
(A)

読書は、子どもたちの
創造性を育むとともに、
知的活動やコミュニ
ケーションの基盤となる
言語に関する能力の育
成を図るために非常に
重要であることから学
校図書館図書を計画的
に整備している。



区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察
点検評価委員意見事務事業の内容

実績成果･事業費 事業の評価 総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

一小ﾊﾟｿｺﾝ授業 時数 1,807 788
二小ﾊﾟｿｺﾝ授業 時数 1,662 624
中学ﾊﾟｿｺﾝ授業 時数 535 501

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 12,323 12,309
合 計 千円 12,323 12,309

通学バス定期
券購入者数

人 24 25

通学バス定期券
購入者補助金 千円 716 678

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 716 678
合 計 千円 716 678

7
情報化教育
推進事業

パソコン教室は児
童生徒が一人一台
利用できる環境にな
り、教職員にも一人
一台配備されてい
る。また、インター
ネットへ接続できる
ようになったことか
らその有効活用を
図る。さらに、H21年
度整備の学校ICTを
活用した授業の展
開を図る。

・一小 パソコン端末82台
（タブレット端末7台）、プリ
ンター、複合機等のリース
及び教育ネット接続
・二小 パソコン端末61台
（タブレット端末7台）、プリ
ンター、複合機等のリース
及び教育ネット接続
・中学校 パソコン端末81
台（タブレット端末7台）、プ
リンター、複合機等のリー
ス及び教育ネット接続
・電子黒板３台（小中学校
各１台）、デジタルテレビ５
８台（一小２８台、二小１１
台、中学校１６台、幼稚園
２台、公民館１台）の整備
(H21年度)

実績
成果

14
(14)

A
(A)

小学校のパソコン授
業の時数が平成29年
度は大幅に減少してい
るが、これはクラス数や
デジタル教科書の利用
が前年度と比べ減少し
ていることが要因となっ
ている。
情報化社会に向け

て、児童生徒や職員に
対するパソコンの環境
は整っており、学校の
ホームページも各校で
整備している。今後は、
更新時期に向けてパソ
コン機種及び教材ソフト
の選定などを検討す
る。

継続
(継続)

利用時間は減少しているが、
情報化教育推進事業は今後と
も必要な事業である。学習活動
のツールとしてのタブレット導入
の検討やインターネットなどの利
用時の危険性等の指導も必要
である。

学校ICT活用状況
　デジタル教科書授業、実物投影機に
よる音楽等指導、書画カメラによるノー
ト指導等、教材DVD授業、インターネッ
ト学習、進路学習等

事業
費

リース期間
・一小及び二小
　H26.3.1～H31.2.28
・中学校
　H28.1.1～H32.12.31　教育用
　H26.2.1～H31.1.31　教職員用

4
(4)

4
(4)

3
(3)

3
(3)

8
通学バス乗
車券購入補
助事業

第二小学校通学
バス乗車券購入費
として、旧二小学区
１～３年生へ補助す
る。（通学バス乗車
券購入補助金交付
要綱）

・旧二小学区１～３年生の
児童のうち必要とする児童
については、保護者に通
学バス定期券を購入いた
だき、実績に基づいてバス
乗車券購入費を学校に補
助、学校から実績額を保護
者へ交付している。(H22年
度から通学バス定期券の
学校による一括購入から、
保護者購入による実績額
交付方法へ変更した。)

実績
成果

3
(3)

事業
費

3
(3)

平成22年度から通学
バス定期券の学校によ
る一括購入から、保護
者自ら購入する方法へ
変更したため、本当に
必要な児童のみの申請
になったことから購入
者数・補助金額とも減
少した。今後は他地区
のバス通学児童との公
平性も考慮しながら、
補助事業継続を検討す
る必要がある。

改善
(改善)

3
(3)

3
(3)

12
(12)

B
(B)

必要な児童のみの補助とし、
また他校のバスを利用して通学
する児童との公平性を考慮し事
業の継続や廃止について検討
すべきである。



区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察
点検評価委員意見事務事業の内容

実績成果･事業費 事業の評価 総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

一小特別支援
教育支援員

人 4 4

二小特別支援
教育支援員

人 3 3

中学校特別支
援教育支援員

人 1 1

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 9,506 12,183
合 計 千円 9,506 12,183

貸付者（大学） 人 1
貸付者（短大） 人
貸付者（専門学
校） 人

貸付者（高校） 人

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円 6,145 5,972
一 般 千円
合 計 千円 6,145 5,972

3
(3)

支援が必要な児童生徒が増
加していることから特別支援員
の増員や慎重に見守っていける
体制づくりが必要である。

事業
費

小学校・中学校では、
発達障がい等の障害
のある児童生徒に対
し、担任１人での対応
は大変厳しいため、特
別支援教育支援員を配
置し、授業や生活面の
支援を行うとともに、資
質の向上を図るため研
修会を実施している。
小学校では支援が必
要な児童が増加してい
ることから特別支援員
の増員が望まれてい
る。

継続
(継続)

4
(4)

・貸付条件 町内に引き続
き２年以上住所があり、か
つ、学術優秀、品行方正、
身体強健の者で、経済的
理由により修学困難と認め
られる者。
・貸与額 一般貸付１人月
１万５千円から５万円、入
学準備金３０万円～６０万
円以内
※平成２４年度より条例改
正
・貸与額 １人月５万円以
内

B
(B)

今日の経済状況か
ら、町の制度より有利
な国等の奨学金の方へ
と移行していると思わ
れる。しかし、経済的に
修学困難な進学者への
教育の機会均等を図る
うえからも、貸付条件の
一部見直し等について
検討していく必要があ
る。

継続
(継続)

13
(13)

3
(3)

・一小
平成20年10月から2名雇用
平成21年4月から合計3名
雇用
平成24年1月から合計4名
雇用
・二小
平成19年度から1名雇用
平成24年度から合計2名雇
用
平成26年度から合計3名雇
用
・中学校
平成23年度から1名雇用

3
(3)

3
(3)

10
育英資金貸
付事業

本町に住所を有す
る学生に対して、経
済的理由により修
学困難と認められる
者に育英資金を貸
与し、教育の機会均
等を図る。

B
(B)

9
特別支援教
育事業

心身に障がいの
ある児童生徒を支
援するため小学校・
中学校へ特別支援
教育支援員を配置
する。

実績
成果

償還開始期間を遅らせるなど
の緩和などを検討し、利用しや
すくして継続すべきである。
また、一定の条件を満たした
貸与者への返済額の減免や奨
学金給付型などの検討も必要で
ある。

事業
費

4
(4)

3
(3)

実績
成果

13
(13)

3
(3)



区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察
点検評価委員意見事務事業の内容

実績成果･事業費 事業の評価 総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

事 業 数 件 5 4
受 講 人 数 人 606 1,167

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 140 70
合 計 千円 140 70

少年の主張鏡石
大 会 発 表 者 数 人 16 14

TPT事業回数 回 6 6
TPT 参 加 率 ％ 75.0 82.3

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 900 900
合 計 千円 900 900

支 援 回 数 回 89 123
ボランティア数
（延べ）

人 636 580

ボランティア登
録数

人 103 87

国県支出金 千円 1,136 1,247
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 185 130
合 計 千円 1,321 1,377

重点化
(重点化)

　学校と地域の連携交流など大
きな成果見られる。コーディネー
ターの役割は重要であり、今後
とも学校での受け入れ出来るこ
と、ボランティア活動で支援でき
ることを工夫して進めていく必要
がある。
　子どもたちと大人の交流をす
すめ、子ども側からボランティア
ができていくよう知識や伝統を
伝えていくべき。

・夏休み寺子屋学習会・フリー寺子屋
・生活科・総合科等支援
・囲碁将棋クラブの指導
・入学式、卒業式等学校事業支援
・下校引率
・環境整備支援

事業
費

4
(4)

4
(4)

3
(3)

15
(15)

A
(A)

コーディネーターを中
心に積極的に事業を推
進しており、事業をとお
して学校と地域の交流
や地域住民の生きがい
づくりなどの成果を得て
いる。平成２０年度から
継続しており、学校の
事業に対する理解、信
頼が深まり、支援回数
も依然高いまま推移し
ている。今後もボラン
ティア体制の充実や協
力団体との連携強化を
図りながら、一層の事
業推進と持続可能なシ
ステムの構築を図りた
い。また、保護者、学校
のさらなる関与も期待し
たい。

13
学校支援地
域本部事業

地域 の人 々が
個々の特性を活か
して教育活動を支
援することで、地域
住民の学習成果活
用の機会拡充及び
地域教育力・地域コ
ミュニティーの再生
を図り、地域が学校
を支援する組織体
制の構築を図る。

　学校支援事業の効果的
かつ円滑な取組を推進す
るために学校支援地域本
部「学校応援団」を設置し
事業を実施。
・地域コーディネーター２名
配置
・ボランティアの募集、研修
会の実施
・事業実施に係る普及啓
発・広報活動
・学校の要請にもとづく支
援

実績
成果

4
(4)

小中生が自らが非行
防止活動をするＴＰＴの
活動は、須賀川警察署
との連携を図り推進し
ており、毎年内容の充
実・参加児童の増加が
見られ、一定の成果が
見られる。
また、町民の総意を

結集し「青少年の健全
育成」を図るという点に
おいては、関係諸団体
との連携を密にし、鏡
石スポーツクラブ交流
会として「ボウリング大
会」を実施し世代間の
交流が図られた。

継続
(継続)

青少年の健全な育成を図るた
め町部局・関係諸団体との連携
を密にして、継続して事業を進
める必要がある。連携のための
組織づくりも必要である。
少年の主張の課題を町の将

来像や課題にしてみてはどう
か。

事業
費

4
(4)

3
(3)

3
(3)

3
(3)

13
(13)

B
(B)

継続
(継続)

　家庭教育の向上には重要な事
業、保護者の関心ある内容、時
間等を工夫して継続すべき。親
子で聞ける講演や観劇の機会
を増やすべき。
講演以外にも子育てパンフ

レットなどにより家庭の教育力
の大切さに目を向けさせることも
有効ではないか。

事業
費

3
(3)

3
(3)

13
(13)

12
青少年健全
育成事業

広く町民の総意を
結集し、国・県及び
町の施策に呼応し
て、青少年の健全な
育成を図るため実
施する。

青少年がその誇りと責任
についての自覚を高める
ための諸活動、健全な青
少年活動を助長、奨励す
るための諸活動、青少年
の非行及び事故防止のた
めの諸活動等を実施する。
・ＴＰＴ活動支援
・少年の主張鏡石町大会
・青少年育成に係る標語看
板作成
・スポーツクラブ交流会「ボ
ウリング大会」

実績
成果

3
(3)

B
(B)

本事業は家庭教育力
の向上は重要な課題で
あると位置づけ実施し
た。
家庭教育力の向上に
は必要な事業であるた
め今後も継続して実施
する必要がある。11

家庭教育学
級事業

家庭教育は、人間
形成の基礎を作る
上できわめて重要
であることから、家
庭における父母の
役割についての学
習や親同士の交流
の機会を提供し、家
庭の教育力の向上
と活性化を図るため
開設する。

委託機関及び教育委員会
が選定した家庭教育関係講
師及び指導者により、家庭の
教育向上に関する講演等を
実施。
・講演会「新入児の親として
知って欲しいこと」（就学時健
診にあわせ開催）
・バルーンショー（一小）
・講演会「お父さんお母さんの
心がラクになる心の力と笑顔
のパワーについて」（鏡石保
育所）
・観劇『さるかに』（鏡石幼稚
園）

実績
成果

4
(4)



区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察
点検評価委員意見事務事業の内容

実績成果･事業費 事業の評価 総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

一斉定植事業 千円 797 747

苗 数 本 23,600 22,040

ｶﾞｰﾃﾞﾆﾝｸﾞｺﾝｸｰ
ﾙ 応 募 数

点 4 4

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 1,270 1,504
合 計 千円 1,270 1,504

学 級 生 数 人 69 75

出 席 率 ％ 78.6 78.0

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 716 766
合 計 千円 716 766

受 講 者 数 人 29 20
出 席 率 ％ 82.1 76.4

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 333 264
合 計 千円 333 264

人気の講座であり受
講希望者も多いことか
ら、今後も魅力あるプロ
グラムづくりを行い、よ
り充実した事業を展開
していく必要がある。

継続
(継続)

受講者がメンバーがあまり変
わらないので、将来に向けての
リーダーを育成する様な講座、
地域づくりの指導的な人材育成
に役立つような講座を目指す事
も考えられる。
学習成果を発表する場の設定
で参加者のやりがいを育てるこ
とも期待できるのではないか。事業

費

4
(4)

3
(3)

3
(3)

3
(3)

13
(13)

B
(B)

継続
(継続)

高齢者の増加、受講者間の年
齢差やニーズの多様化の中で、
全体のニーズに即した事業の運
営は困難。対象者を限定するこ
とや、受講者の意見を取り入れ
るなどの工夫をしながら継続す
る必要がある。
併せて、参加者の交通手段に
ついて検討が必要。

3
(3)

3
(3)

3
(3)

13
(13)

16

生涯学習の
振興（ジョイ
フルライフ
講座）

最も向学心旺盛な
年代の女性を対象
に体験学習や社会
参加を通して、生活
の向上や自己研鑽
を図り、豊かな人間
性を養う。女性とし
ての資質や能力を
高め、明るく健全な
家庭づくりや地域づ
くりに役立ることを
目的とする。

・鏡石町生涯学習文化協
会との連携事業。
・年６回のプログラムによ
り、各種学習を行う。
「エアロビクス教室」、「デ
コパージュ」、「移動学習」、
フラワーアレンジメント」、
「ベコモチ作り」

実績
成果

15
生涯学習の
振興（いき
いき学級）

学級生相互の話し
合いや、種々の学
習・講座などをとお
して、健康を保ち生
活を楽しみ、変貌す
る生活環境に即して
常に新しい知識・技
術を習得し、自ら生
きがいを見い出すこ
とを目的に実施す
る。

・鏡石町生涯学習文化協
会との連携事業。
・年７回のプログラムによ
り、各種学習を行う。
　「移動学習（飯坂方面）」、
「交通事故防止講話」、
「カーリンコン教室」、「映画
鑑賞」、「健康体操」、「笑い
ヨガ」、「学習発表会、マ
ジックショー＆笑いと健康」

実績
成果

B
(B)

高齢者が生きがいを
見つけ、精神的な若さ
と健康が保持できるよ
うな事業として継続して
いく必要がある。
しかし、受講者の中で
も高齢化が進み年齢に
よる温度差などから学
習計画の編成などが以
前より困難になってい
る。
受講生の送迎等、開
催方法の工夫をして実
施していく。

植栽を通じての地域住民交流
の場として有効な事業であり町
作りの一環として必要な事業で
ある。
花の種類などを工夫し、 管理
できない地区の花壇は一斉美
化運動の日などにボランティア
を募るなどして継続すべき。
また、ガーデニングコンクール
は廃止して、植栽に力を入れる
べき。

事業
費

B
(B)

この運動は地域コミュ
ニティの形成などにお
いて一定の成果は得ら
れていると考えられる。
各行政区の一斉定植
箇所に看板を設置し、
事業のPRに努めた。
ガーデニングコンクー
ルについては受賞者宅
へ受賞看板を設置し、
広く町民へ周知しなが
ら事業の推進を図っ
た。
なお、コンクールの応
募者が少ないことから、
コンクールのあり方を
検討する必要がある。

継続
(継続)

事業
費

4
(4)

3
(4)

3
(3)

13
(13)

3
(3)

14
花いっぱい
運動事業

各種団体との協力
提携により、鏡石町
内の各所に花を植
え、心豊かな潤いの
ある町づくりと連帯
感あふれる地域社
会の形成を図る。

・実行委員会を設置し、行
政区・学校及び協力団体
の協力を得て、町内各所で
花の一斉定植を行い花の
管理を行う。（百日草、ベゴ
ニア、サルビア・ブルーサ
ルビア）
・表彰、各行政区・小学校・
花咲かボランティアの助
成、ガーデニングコンクー
ル。

実績
成果

4
(4)



区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察
点検評価委員意見事務事業の内容

実績成果･事業費 事業の評価 総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

受 講 者 数 人 19 19
出 席 率 ％ 61.0 52.0

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円 104 41
一 般 千円 242 148
合 計 千円 346 189

受 講 者 数 人 77 47

出 席 率 ％ 66.0 62.0

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 598 448
合 計 千円 598 448

ガーデニング
講座受講者数

人 10 9

出 席 率 ％ 79.0 75.0

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 360 693
合 計 千円 360 693

参加者が積極的に活
動しており、目標を持っ
て参加して頂いている。
最終的な活動の成果
として、図書館駐車場
の花壇を整備し、次年
度に繋げていくこととし
た。
参加者が地域のリー
ダーになることを期待し
たい。

継続
（継続）

まちづくり事業につなげる講座
なので、長期に人材作りとなる
ような工夫した講座として実施
すべきである。リーダー育成の
ためにどんな内容の研修が良
いか参加者の意見を聞いては
どうか。
花いっぱい運動と連携して町
の美化を考えて行くべき。

事業
費

4
(4)

3
(3)

3
(3)

3
(3)

13
(13)

B
(B)

継続
(継続)

体験活動の機会が少なくなっ
ているので、本事業は有効な事
業である。学校とは違う場での
集団生活の場として大切にした
い。
鏡石町をもっとよく知る活動や
町民との交流の勉強も大事であ
る。

事業
費

3
(3)

3
(3)

14
(14)

19

社会教育推
進事業（ま
ちづ く り講
座）

個性あるまちづく
りの実現に向け、地
域のリーダー的な
人材を育成すること
を目的に実施する。

・ガーデニング講座
　（花画美塾）
　年9回のプログラムで、視
察研修や実技をとおして
ガーデニングによるまちづ
くりを学んだ。

実績
成果

4
(4)

18

社会教育推
進事業（青
少 年 教 室
「 ア ド ベ ン
チャークラ
ブ」）

子どもたちの社会
性を養うことを目的
に集団生活をとおし
て様々な体験によ
り、子どもたちの興
味、関心の幅を広
げるとともに多くの
自然に触れることに
より環境に対する意
識の向上を図るた
め実施する。

・年８回のプログラムによ
り、体験活動を行う。
「田んぼアート田植え体
験」、「スポーツ鬼ごっこ」、
「尾瀬沼探勝」、「消しゴム
スタンプ作り」、「秋の自然
観察」、「スキー教室・冬の
自然観察」、「お楽しみ講
座（空気を使ったサイエン
スショー）」

A
(A)

青少年の社会教育の
場であり、集団生活をと
おして様々な体験によ
り子どもたちの興味関
心の幅を広げることに
役立った。
また、活動に対する満
足度も重要だが、あい
さつ等の基本的なマ
ナーを身につけられる
ような講座運営が必要
である。

男性参加の数少ない講座であ
り、講座開設の意味からも男性
の参加者を増やし、今後とも内
容を工夫して継続して実施して
いく必要がある。
自主的な運営により継続でき
るような働きかけも必要。

事業
費

実績
成果

4
(4)

3
(3)

3
(3)

14
(14)

A
(A)

平成２５年度から男性
向けの講座として開
設。全６回開催。普段、
公民館講座への参加
が少ない男性を対象に
自発的・自主的な学習
機会を提供する。
申込後に、受講生の
意見を取り入れなが
ら、事業を行った。

継続
(継続)

17

生涯学習の
振興（おとな
の講座「男
性専科」）

日頃社会活動に
消極的になりがちな
男性に対して、種々
の学習などの場を
提供し、精神的にも
肉体的に個明るく生
き生きとした心身共
に健康で民主的な
社会の一員となるこ
とを目指す。

・鏡石町生涯学習文化協
会との連携事業。
・年６回のプログラムによ
り、各種学習を行う。
「陶芸教室」、「座禅教

室」、「トレッキング教室」、
「キムチ作り教室」、「そば
打ち教室」

実績
成果

4
(4)

4
(4)



区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察
点検評価委員意見事務事業の内容

実績成果･事業費 事業の評価 総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

入 館 者 数 人 80,207 86,236

図書・ＡＶ貸出
人数 人 17,743 16,266

図書・ＡＶ貸出
点数 点 59,235 57,044

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 30,522 28,256
合 計 千円 30,522 28,256

ロードレースの
部参加者

人 1,739 1,789

駅伝の部参加
チーム数

ﾁｰﾑ 40 50

駅伝の部参加
者

人 200 216

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 3,500 2,500
合 計 千円 3,500 2,500

球技大会参加
者 人 149 159

球技大会参加
チーム

ﾁｰﾑ 20 21

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 281 335
合 計 千円 281 335

本事業は子ども会の
中心的事業として実施
されてきたが、少子化
により子ども会会員数
が減少し、単位子ども
会自体が成り立たない
など事業運営に大きく
影響している。しかし、
本事業は子どもの健全
育成を図るばかりでは
なく、親同士の連携や
地域づくりにも有効なも
のであることから、種目
を工夫するなど柔軟な
対応により実施して行
く。

継続
(継続)

少子化や子どもを取り巻く環
境が変わり、従来からの方法で
は運営が困難である。子ども育
成会事業が少なくなっているが
本事業は地区活動の重要な行
事である。親子で参加できる内
容を検討するなど、組織強化を
図ることも考え工夫して継続して
いく必要がある。

事業
費

4
(4)

3
(3)

3
(3)

3
(3)

13
(13)

B
(B)

継続
(継続)

大会の部門の新設は評価でき
る。参加者も増加しており、町内
参加者の増加に工夫し実施す
る必要がある。
また、本大会は鏡石町を県内
外に知らしめる働きもあり継続・
発展させたい。

・町内小中学生は参加費無料で実施
4
(3)

3
(3)

3
(3)

14
(13)

22
子ども会対
抗 親 善 ス
ポーツ大会

町内における子ど
も会育成会相互の
連絡調整を密にす
ることにより、子ども
の健全育成につい
ての共通理解を深
め、あわせて家庭
教育並びに社会教
育（青少年教育）の
振興に資する。

実績
成果

21
鏡石駅伝・
ロードレー
ス大会

唱歌「牧場の朝」
のまち鏡石で、「走
る」ことにより、健康
づくりを推進し、体
力の維持向上を目
指し、町民が気軽に
参加できる大会とす
るとともに、広く参加
者を求め親睦を深
めるため実施する。

実行委員会を設置し、鳥
見山陸上競技場におい
て、駅伝競走の部及び
ロードレースの部１8部門
の大会を開催する。 実績

成果

子ども会育成会連絡協
議会と連携し次の事業を
行う。
・子ども会対抗親善球技大
会　７月3０日（日）
・小学生男子（フットサル）
　１４チーム９８名参加
・小学生女子（ﾐﾆﾊﾞｽｹｯﾄ
ﾎﾞｰﾙ）
　７チーム６１名参加

A
(B)

平成２６年度から町内
小学校の協力により、
授業の一環として小学
生全員参加となり、参
加者が大幅増となって
いる。
平成２９年度から駅伝
部門に３名で参加でき
る新部門を新設するな
ど、参加しやすい大会
作りを行っている。
今後も運営方法の改
善を図りながらスムー
ズで効率的な実施に努
める。

利用者の増加を図るため、時
代に合った新刊図書の購入や、
住民の関心ある講座など入館
者を増加させる事業を開催して
いく必要がある。
田んぼアートの時期の図書館
は、図書館の姿とは言い難い。
来館者を分けるべきである。
　また、田んぼアートでの来場者
を図書館利用に繋げる工夫も必
要か。

事業
費

B
(B)

図書館の利用状況は
前年同様の数値が見
込まれる。また、夏期に
は田んぼアート事業に
より大幅な入館者増が
見込まれる。
引き続き、利用者増を
図るための検討をして
いくとともに町民に親し
まれ利用しやすい図書
館運営を図るため、蔵
書や視聴覚資料の充
実などの取組をしていく
必要がある。

継続
(継続)

事業
費

4
(4)

3
(3)

3
(3)

13
(13)

3
(3)

20 図書館事業

社会教育の中心
的施設であるという
認識のもと、幼児か
ら高齢者までを対象
にした自主事業を
行い、地域住民に
親しまれ、利用しや
すい図書館の運営
を図る。

図書等の貸出（町立小・
中学校への移動図書館、
町立幼稚園への団体貸出
を含む）。小学校でのおは
なし会の開催。図書、視聴
覚資料等の計画的購入、
読み聞かせ会、子ども映
画会、造形教室、人形劇鑑
賞会など、図書館施設維
持管理事業

実績
成果

4
(4)



区　　分 単位
H28年
度実績

H29年
度実績

必要
性

有効
性

効率
性

達成
度

合計
点

評価 判定説明・考察
点検評価委員意見事務事業の内容

実績成果･事業費 事業の評価 総合評価
事業の
方向性

No 事務事業名 事務事業の目的

会 員 数 人 685 667
イ ベ ン ト 回 49 65

国県支出金 千円
起 債 千円
そ の 他 千円
一 般 千円 3,014 4,400
合 計 千円 3,014 4,400

町民の健康の維持・増進や青
少年の健全育成などに大いに
寄与している。今後も多くの町
民が参加できるメニュー等を工
夫し継続して実施すべきであ
る。
財政面も課題もあるが、町事
業の委託など共存できる局面を
探ってはどうか。
また、公民館事業と重複しな
い内容とすべきである。

・スポーツ教室の開催
　「ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ教室」「ﾉﾙﾃﾞｨｯｸｳｫｰｷﾝｸﾞ
教室」、「ゴルフ教室」等
・ボランティア活動、町事業への協力
・ふれあいスポーツクラブの開催（施設
開放事業）

事業
費

4
(4)

3
(4)

15
(16)

A
(A)

町民の健康増進や青
少年の健全育成などに
大きく寄与していると考
える。平成２４年度に
は、ＮＰＯ法人として、
活動の幅も広がったこ
とにより、今後もスポー
ツ振興に寄与できる活
動や自立に向けた組織
体制づくりなどを進める
必要がある。
また、toto助成金打ち
切り後の財源確保につ
いて、町としてもスポー
ツクラブと共に検討して
いく必要がある。

継続
(継続)

23

総合型地域
スポーツク
ラブ支援事
業（ＮＰＯ法
人かがみい
しスポーツ
クラブ）

あらゆる年代の町民
が個々のライフスタイ
ルに応じて気軽にス
ポーツを楽しむことが
できる環境を整備し、
健康の維持・増進を
目指す。さらに、ス
ポーツの一層の振興
と普及を図ることで、
青少年の健全育成や
地域コミュニティーの
再生、豊かな高齢化
社会の実現など、活
力ある地域社会の確
立に資することを目的
とする。

・スクール活動　（１４団体）
・サークル活動　（１７種目）
　　多種目体験教室
　ジュニア陸上
　体操教室
　英会話教室
　キッズ陸上
　各種ヨガ教室
　卓球
　テニス（硬式）
　ノルディックウォーキング
　元気アップ教室
　誰でもできるちょいトレ教室
　ボディケア教室
　体幹トレーニング
　ふれあいバドミントン
・コミュニケーション促進事業
　大人の山歩き
　のらくら
・理事会（１３回）

実績
成果

4
(4)

4
(4)


